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番 号：131081 

国 名：パキスタン 

担当部署：パキスタン事務所 

案件名：建設技術訓練センター能力強化プロジェクト詳細計画策定調査（メカニック研修計画） 

 

１． 担当業務、格付等 

（１） 担当業務：メカニック研修計画 

（２） 格 付：３号 

（３） 業務の種類：調査団参団 

 

２． 契約予定期間等 

（１） 全体期間： ２０１３年１２月上旬から２０１４年１月下旬まで 

（２） 業務Ｍ／Ｍ：国内０．５５Ｍ／Ｍ、現地０．６Ｍ／Ｍ、合計１.１５ Ｍ／Ｍ 

（３） 業務日数： 準備期間 現地業務期間 整理期間 

     ４日    １８日    ７日 

 

３． 簡易プロポーザル等提出部数、期限、方法 

（１）簡易プロポーザル提出部数：１部 

（２）見積書提出部数：１部 

（３）提出期限：１１月２０日(１２時まで) 

（４）提出方法：専用アドレス(e-propo@jica.go.jp)への電子データの提出、 

または調達部受付（JICA 本部１Ｆ）への書類の提出 

※2013 年 10 月 2 日以降の公示案件（業務実施契約（単独型）のみ）より、電子媒体による簡

易プロポーザルの提出を試行導入します。提出方法等詳細については、JICA ホームページ（ホ

ーム＞JICA について＞調達情報＞お知らせ）をご覧ください。 

 

４． 簡易プロポーザル評価項目及び配点 

（１）業務の実施方針： 

①業務方針の的確性 ６点 

②業務方法の整合性、現実性等 １２点 

③当該業務実施上のバックアップ体制 ２点 

（２）業務従事者の経験能力等： 

①類似業務の経験 ４０点 

②対象国又は同近隣地域若しくは同類似地域での業務経験 ８点 

③語学力 １６点 

④その他学位、資格等 １６点 

（計１００点） 

 

類似業務 職業訓練協力に係る各種調査 

対象国／類似地域  パキスタン／全途上国 

語学の種類 英語 

 

５． 条件等 

（１） 参加資格のない社等：特になし 

（２） 必要予防接種：なし 

 

６． 業務の背景 

   パキスタン国政府は長期的開発計画”Vision 2030”の中で、2030 年までに一人あたりの所

得を増加させ、製造業 GDP シェアを拡大（17.9％から 30％へ）させる戦略的ビジョンを掲げてい

る。 
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 1984 年に JICA の無償資金協力で設立された建設技術訓練センター（Construction Technology 

Training Institute：CTTI）（設立当初の名称は Construction Machinery Training Center：CMTC）

は、現在パキスタンにおいて若手エンジニア、特に土木工事におけるエンジニアを育成・民間セ

クターへ輩出する歴史ある公的建設技術訓練センターとして知られている。1985 年～1989 年にか

けて、JICA は技術協力を通じて、同センターに対し 4つの短期訓練コース策定支援を実施、1992

年に CMTC は Diploma コース（建設工事機械に特化した 3 年コース）を開設、その名称を CMTI

（Construction Machinery Training Institute）に変更し技術訓練機関としての組織体制を強化

してきた。その後、2006 年には自動車及びディーゼル技術に特化した 10 の訓練コースを開設し、

名称を CTTI に改称した。 

 現在 CTTI は、31 名の教員により、毎年 26 種類の訓練コース（うち 22 コースが 3 か月の短期

コース、4コースが 3年コース（Diploma コース））を提供している。生徒数は毎年約 800 人（Diploma

コース）と、約 200 人（短期コース）にのぼり、コース終了後学生たちは国内外の有名な土木工

事会社、機械販売会社、自動車会社等へ就職している。このように、CTTI は国内のエンジニア育

成のための重要な役割を果たしてきているが、CTTI で使用されているカリキュラムやテキストが

古く（一部は 1990 年に策定されたもの）、右内容を現在の国際基準にそろえるべく更新が必要に

なってきている。 

 このため、パキスタン国運輸通信省は、CTTI におけるカリキュラム等の改善を主な目的とする

技術協力プロジェクト「パキスタン建設技術訓練センター能力強化プロジェクト」（以下、本プロ

ジェクト）への協力を我が国に対して要請した。 

 本詳細計画策定調査は、本プロジェクトに係る実施体制及び活動内容等を含む詳細計画につい

て確認･協議し、プロジェクトに関わる合意文書締結を行うことを目的とする。 

 

７． 業務の内容 

本業務の業務従事者は、技術協力プロジェクトの仕組み及び手続きを十分に把握の上、他の業

務従事者や調査団員として派遣される機構職員等と協議･調整しつつ、担当分野に係る協力計画策

定のために必要な以下の調査を行う。また、本業務従事者は、「組織分析/キャリア支援対策」を

担当業務すると業務従事者による業務の取りまとめに協力する。 

具体的担当事項は次のとおりとする。 

 

（１） 国内準備期間（２０１３年１２月上旬） 

１) 要請背景･内容を把握する（関連報告書等の資料･情報の収集･分析） 

２) 担当分野に係る事前調査計画・方針案を検討する。 

３) 現地調査で収集すべき情報を検討する。 

４) 現地調査最後に締結する予定の M/M（案）及び R/D（案）並びに事業事前評価表（案）の

担当分野関連部分の作成に協力する。 

５) CTTI 等パキスタン側関係機関に対する質問票（案）（英文）を作成・送付する。 

６) JICA及び他ドナーが実施する類似プロジェクトに関する資料・情報の収集、分析を行う。 

７) 対処方針会議等に参加する。 

 

（２） 現地派遣期間（２０１３年１２月上旬～１２月下旬） 

１）当機構パキスタン事務所等との打合せに参加する。 

２）パキスタン側関係機関との協議及び現地調査に参加する。 

３）担当分野に係る情報･資料を収集し、現状・課題を把握する。具体的には以下のとおり 

（ア） パキスタン国内外における一般的なメカニック分野の研修内容と傾向 

（イ） CTTI が提供する訓練コースの概観 

（ウ） CTTI が提供するメカニック系訓練コースの詳細 
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４）更新が必要とされている以下の訓練コースのカリキュラム及びテキストをレビューし、

更新の方向性（必要性及び更新を要する主な箇所の特定等）をまとめる。  

 ・建設機械オペレーターコース 

 ・メカニック（エンジン）コース 

 ・メカニック（シャーシ）コース 

 ・メカニック全般に関するコース 

   ・建設機械管理に関するコース 

５）なお、この業務の実施に際して、以下に留意する。 

（ア） JICA がパンジャブ州ラホールで実施中の技術協力案件「パキスタン国技術教育改

善プロジェクト」の活動内容・成果・教訓を参考にする。 

（イ） 現在の国際基準、現在及び潜在的就職先のニーズを分析し、カリキュラム及びテ

キスト更新に係る協力の方向性に反映させる。また、更新したカリキュラムが効

果的に利用されるよう、その他の活動（例えば、シラバス、レッスンプラン、オ

ペレーションシート、教材、試験の新規作成・改定等）の必要性について検討す

る。 

（ウ） 新カリキュラム及びテキストにかかる教員訓練体制を検討する。 

（エ） 上記４）以外で更新が必要なカリキュラム及びテキストを特定し、その緊急度・

優先順位及びその理由について明らかにする。また、本プロジェクトの支援対象

コースを CTTI 及び JICA 側団員と検討の上決定するための協議に参加する。 

６）本プロジェクトで支援対象と合意されたコースにおいて、機材の新規調達の必要性につ

いて検討する。 

７）PDM（案）、PO（案）、事業事前評価表（案）の担当分野関連部分の作成に協力する。 

８）M/M（案）、R/D（案）の作成に協力する。 

９）担当分野に係る現地調査結果を当機構パキスタン事務所等に報告する。 

  

（３） 帰国後整理期間（２０１３年１月上旬～２０１４年１月中旬） 

１）事業事前評価表（案）の担当分野関連部分の作成に協力する。 

２）担当分野に係る情報収集の整理、分析、収集資料リスト作成、質問票回答の取り纏めを

行う。 

３）帰国報告会、団内打ち合わせに出席し、担当分野に係る調査結果を報告する。 

４）担当分野に係る詳細計画策定調査報告書（案）（和文・英文）を作成すると共に、「組

織分析/キャリア支援対策」団員が行う全体取り纏めに協力する。 

 

８． 成果品等 

本契約における成果品は以下のとおり。 

（１） 担当分野に係る詳細計画策定調査報告書（案）（和文・英文） 

電子データを持って提出することとする。 

 

９． 見積書作成に係る留意点 

本公示の積算を行うにあたっては、「JICA コンサルタント等契約見積書作成の手引き」

（http://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/quotation.html）を参照願い

ます。留意点は以下のとおりです。 

（１）航空賃及び日当・宿泊料等 

航空賃及び日当・宿泊料等は契約に含みます。（見積書に計上して下さい。） 

航空運賃は成田→バンコク→イスラマバード→バンコク→成田を標準とします。 

 

１０． 特記事項 

（１）業務日程／執務環境 

①現地業務日程 
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 本業務従事者の現地調査期間は 2013 年 12 月 9日～26 日を予定しています。 

本業務従事者は、当機構の調査団員に約１週間先行して現地調査の開始を予定しています。 

②現地での業務体制 

本業務に係る調査団構成は、以下のとおりです。 

ア）総括（JICA）  

イ）協力企画（JICA） 

ウ）評価分析（JICA） 

エ）組織分析/キャリア支援対策（コンサルタント）  

オ）メカニック研修計画（コンサルタント） 

③便宜供与内容 

当機構パキスタン事務所による便宜供与事項は以下のとおりです。 

ア）空港送迎 

あり 

イ）宿舎手配 

あり 

ウ）車両借上げ 

全行程に対する移動車両の提供 

エ）通訳傭上 

なし 

オ）現地日程のアレンジ 

機構がアレンジします。 

カ）執務スペースの提供 

なし 

 

（２）参考資料 

JICA 図書館より関連情報が入手可能です（「パキスタン」「技術訓練」で検索）。 

① パキスタン建設機械技術訓練センターアフターケア調査団報告書（ 1993.10） 

② 建設機械技術訓練センター（パキスタン）（1992.3） 

③ パキスタン建設機械技術訓練センター・プロジェクト評価調査団報告書（1989.11） 

④ パキスタン建設機械技術訓練センター・プロジェクト計画打合せ調査団報告書（1988.10） 

⑤ パキスタン建設機械技術訓練センタープロジェクト巡回指導調査団報告書（1987.9） 

⑥ パキスタン建設機械技術訓練センター・プロジェクト計画打合せ調査団報告書（1986.12） 

⑦ パキスタン建設機械技術訓練センター実施協議チーム・報告書（1985.5） 

⑧ パキスタン回教共和国 建設機械技術訓練センター建設計画基本設計調査報告書（1984.7） 

 

（３）その他 

①業務実施契約（単独型）については、単独（１名）の業務従事者の提案を求めている制度

ですので、複数の業務従事者によるプロポーザルは無効とさせて頂きます。 

②パキスタン国内での活動においては、JICA 安全管理措置を遵守するとともに、JICA 総務部

安全管理室、JICA パキスタン事務所の指示に従い、十分な安全対策措置を講じることとし

ます。 


